
【資産の部】 【負債の部】

　固定資産      31,205,225,377 　固定負債       4,762,686,133

　　有形固定資産      27,787,056,616 　　地方債       4,022,638,133

　　　事業用資産      12,969,900,797 　　長期未払金                  －

　　　　土地       6,514,428,483 　　退職手当引当金         740,048,000

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物      10,476,053,505 　　その他                  －

　　　　建物減価償却累計額     △5,306,451,525 　流動負債         567,671,768

　　　　工作物       1,503,786,107 　　１年内償還予定地方債         474,123,464

　　　　工作物減価償却累計額       △217,915,773 　　未払金                  －

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金          80,832,840

　　　　航空機                  － 　　預り金          12,715,464

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計       5,330,357,901

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分      32,338,571,310

　　　インフラ資産      14,359,085,212 　余剰分（不足分）     △4,940,093,792

　　　　土地       1,950,058,035

　　　　建物         102,022,610

　　　　建物減価償却累計額         △2,434,928

　　　　工作物      22,926,550,680

　　　　工作物減価償却累計額    △10,617,111,185

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品         699,420,637

　　　物品減価償却累計額       △241,350,030

　　無形固定資産                  －

　　　ソフトウェア                  －

　　　その他                  －

　　投資その他の資産       3,418,168,761

　　　投資及び出資金       1,259,392,101

　　　　有価証券           2,986,101

　　　　出資金       1,256,406,000

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権          31,849,862

　　　長期貸付金          22,300,000

　　　基金       2,108,316,786

（単位：円）

科目 金額

会計別貸借対照表
（平成29年03月31日 現在）

一般会計

科目 金額



　　　　減債基金                  －

　　　　その他       2,108,316,786

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金         △3,689,988

　流動資産       1,523,610,042

　　現金預金         356,568,715

　　未収金           8,721,327

　　短期貸付金          16,000,000

　　基金       1,117,345,933

　　　財政調整基金         983,661,678

　　　減債基金         133,684,255

　　棚卸資産          25,786,200

　　その他                  －

　　徴収不能引当金           △812,133 純資産合計      27,398,477,518

資産合計      32,728,835,419 負債・純資産合計      32,728,835,419

（単位：円）

科目 金額

会計別貸借対照表
（平成29年03月31日 現在）

一般会計

科目 金額



経常費用                  6,851,083,992

　業務費用                  3,916,014,488

　　人件費                  1,001,059,032

　　　職員給与費                    853,519,908

　　　賞与等引当金繰入額                     80,832,840

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                     66,706,284

　　物件費等                  2,852,339,554

　　　物件費                  1,973,754,371

　　　維持補修費                    119,391,066

　　　減価償却費                    756,874,747

　　　その他                      2,319,370

　　その他の業務費用                     62,615,902

　　　支払利息                     46,501,144

　　　徴収不能引当金繰入額                      1,155,492

　　　その他                     14,959,266

　移転費用                  2,935,069,504

　　補助金等                  1,886,554,891

　　社会保障給付                    470,373,817

　　他会計への繰出金                    541,623,552

　　その他                     36,517,244

経常収益                    178,315,414

　使用料及び手数料                     60,426,449

　その他                    117,888,965

純経常行政コスト                  6,672,768,578

臨時損失                             －

　災害復旧事業費                             －

　資産除売却損                             －

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                        477,431

　資産売却益                        477,431

　その他                             －

純行政コスト                  6,672,291,147

会計別行政コスト計算書
自 平成28年04月01日

（単位：円）

一般会計

至 平成29年03月31日

科目 金額



33,054,749,998 △4,601,497,10428,453,252,894前年度末純資産残高

△6,672,291,147△6,672,291,147　純行政コスト（△）

5,617,493,0515,617,493,051　財源

3,582,581,9693,582,581,969　　税収等

2,034,911,0822,034,911,082　　国県等補助金

△1,054,798,096△1,054,798,096　本年度差額

△716,201,408 716,201,408　固定資産等の変動（内部変動）

590,411,829 △590,411,829　　有形固定資産等の増加

△756,874,747 756,874,747　　有形固定資産等の減少

673,328,207 △673,328,207　　貸付金・基金等の増加

△1,223,066,697 1,223,066,697　　貸付金・基金等の減少

22,72022,720　資産評価差額

－－　無償所管換等

－ －－　その他

△716,178,688 △338,596,688△1,054,775,376　本年度純資産変動額

32,338,571,310 △4,940,093,79227,398,477,518本年度末純資産残高

（単位：円）

科目
固定資産等形成分 余剰分（不足分）合計

会計別純資産変動計算書
自 平成28年04月01日

一般会計

至 平成29年03月31日



【業務活動収支】

　業務支出                  6,082,583,968

　　業務費用支出                  3,147,514,464

　　　人件費支出                    991,049,147

　　　物件費等支出                  2,099,361,721

　　　支払利息支出                     46,501,144

　　　その他の支出                     10,602,452

　　移転費用支出                  2,935,069,504

　　　補助金等支出                  1,886,554,891

　　　社会保障給付支出                    470,373,817

　　　他会計への繰出支出                    541,623,552

　　　その他の支出                     36,517,244

　業務収入                  4,862,727,638

　　税収等収入                  3,580,946,287

　　国県等補助金収入                  1,173,910,082

　　使用料及び手数料収入                     60,461,149

　　その他の収入                     47,410,120

　臨時支出                             －

　　災害復旧事業費支出                             －

　　その他の支出                             －

　臨時収入                    537,347,000

業務活動収支                  △682,509,330

【投資活動収支】

　投資活動支出                  1,287,617,413

　　公共施設等整備費支出                    590,411,829

　　基金積立金支出                    667,205,584

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                     30,000,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                  1,570,137,628

　　国県等補助金収入                    323,654,000

　　基金取崩収入                  1,200,006,197

　　貸付金元金回収収入                     46,000,000

　　資産売却収入                        477,431

　　その他の収入                             －

投資活動収支                    282,520,215

【財務活動収支】

　財務活動支出                    383,851,476

　　地方債償還支出                    383,851,476

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                    589,300,000

　　地方債発行収入                    589,300,000

　　その他の収入                             －

会計別資金収支計算書
自 平成28年04月01日

（単位：円）

一般会計

至 平成29年03月31日

科目 金額



財務活動収支                    205,448,524

本年度資金収支額                  △194,540,591

前年度末資金残高                    549,209,435

本年度末資金残高                    354,668,844

前年度末歳計外現金残高                             －

本年度歳計外現金増減額                      1,899,871

本年度末歳計外現金残高                      1,899,871

本年度末現金預金残高                    356,568,715

会計別資金収支計算書
自 平成28年04月01日

（単位：円）

一般会計

至 平成29年03月31日

科目 金額



一般会計等注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

・取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

・取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

・取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

・取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の有価証券 

償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの 

財務書類作成基準日における時価により計上しています。 

イ 市場価格のないないもの 

取得原価により計上しています。ただし、実質価額が著しく低下したものについ

ては、相当の減額を行った後の価額で計上しています。 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの 

会計年度末における市場価格。当町は該当ありません 

イ 市場価格のないもの 

出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法により算定しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 １５年～５０年 

工作物 ５年～４８年 



物 品 ５年～１５年 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

長期延滞債権及び未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能

見込額又は回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及

びリース料総額が300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 会計間の相殺消去 

会計間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表示しています。 

② 消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。 

③ 物品及びソフトウェアの計上基準 

取得価格が50 万円以上の場合に資産として計上しています。 

④ 資本的支出と修繕費の区分基準 

法人税法基本通達第７章第８節によっています。 

 

２ 重要な後発事象 



当町は該当ありません。 

 

３ 偶発債務 

（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

当町は該当ありません。 

 

４ 追加情報 

（１）対象範囲（対象とする会計名） 

一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、 

公共下水道事業特別会計、水道事業会計 

 

（２）地方自治法第235 条の５の規定により出納整理期間が設けられている会計におい

ては、当会計年度に係る出納整理期間（平成29 年４月１日～５月31 日）における現

金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３）各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため合計等の金額が一致しない

場合があります。 

 

（４）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況。 

実質赤字比率 ： － 

連結実質赤字比率 ： － 

実質公債費比率 ： １１．０％ 

将来負担比率 ： １０．１％ 

 

（６）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 101 千円 

 

（７）繰越事業に係る将来の支出予定額  229,270千円 

 

（８）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資

産としています。今年度は、該当する資産はありません。 

 

（９）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財

政需要額に含まれることが見込まれる金額 

４，４４５，２６４千円 

 



（10）将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定

要素） 

将来負担額 7,936,334千円 

［内訳］地方債残高 4,496,762 千円 

債務負担行為支出予定額 352,217 千円 

公営事業地方債負担見込額 1,370,282 千円 

一部事務組合等地方債負担見込額 977,025 千円 

退職手当負担見込額 740,048 千円 

第三セクター等債務負担見込額 0 千円 

連結実質赤字額 0 千円 

一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 

基金等将来負担軽減資産 7,620,383千円 

［内訳］地方債償還額等充当基金残高 3,136,819 千円 

地方債償還額等充当歳入見込額 38,300 千円 

地方債償還額等充当交付税見込額 4,445,264 千円 

（差引）将来負担すべき実質的な負債 315,951 千円 

 

（11）地方自治法第234 条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債

務金額 

当町では該当ありません。 

 

（12）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源

の蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上し

ています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をい

い、流動資産（短期貸付金及び基金を除く）から負債を控除した額を計上しています。 

 

（13）基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く。） △729,010 千円 

投資活動収支  282,520 千円 

基礎的財政収支 △446,490 千円 

 

（14）既存の決算情報との関連性 

(千円) 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 7,832,906 7,489,053 



繰越金に伴う差額 273,394 0 

資金収支計算書 7,559,512 7,489,053 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲として

いるのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決

算書と資金収支計算書は一部の特別会計（土地取得事業特別会計、鏡石駅東第１土地区画

整理事業、育英資金貸付費特別会計）の分と会計間の繰入繰出額を相殺消去した分だけ相

違します。 

 

ア 地方自治法第233 条の規定に基づく決算情報との関連性 

ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。 

 

（15）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書の業務活動収支 △682,509 千円 

投資活動収入の国県等補助金収入 323,654 千円 

減価償却費 △756,875 千円 

徴収不能引当金繰入額 △1,155 千円 

退職手当引当金繰入額 39,058 千円 

賞与引当金繰入額 △80,832 千円 

資産除売却1 ア損益 477 千円 

未収債権、未払債務等の増減 103,384 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 △1,054,798 千円 

 

（16）一時借入金の状況 

一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は500,000 千円です。 

 

（17）重要な非資金取引 

  該当ありません。 



１．（固定資産増減整理表）１．（固定資産増減整理表）１．（固定資産増減整理表）１．（固定資産増減整理表）

前年度末残高前年度末残高前年度末残高前年度末残高

（（（（A））））

本年度増加額本年度増加額本年度増加額本年度増加額

（（（（B））））

本年度減少額本年度減少額本年度減少額本年度減少額

（（（（C））））

本年度末残高本年度末残高本年度末残高本年度末残高

（（（（A）＋（）＋（）＋（）＋（B））））-（（（（C））））

（（（（D））））

前年度末残高前年度末残高前年度末残高前年度末残高

（（（（E））））

本年度償却額本年度償却額本年度償却額本年度償却額

（（（（F））））

本年度減少（除却・売本年度減少（除却・売本年度減少（除却・売本年度減少（除却・売

却）却）却）却）

（（（（G））））

本年度末本年度末本年度末本年度末

減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額

（（（（E）＋（）＋（）＋（）＋（F））））-（（（（G））））

（（（（H））））
 事業用資産 17,974,468,513 519,799,582 0 18,494,268,095 5,246,024,859 278,342,439 0 5,524,367,298 12,969,900,797

　  土地 6,499,648,787 14,779,696 6,514,428,483 0 6,514,428,483

　　立木竹 0 0 0

　　建物 10,059,049,089 417,004,416 10,476,053,505 5,044,081,761 262,369,764 5,306,451,525 5,169,601,980

　　工作物 1,415,770,637 88,015,470 1,503,786,107 201,943,098 15,972,675 217,915,773 1,285,870,334

　　船舶 0 0 0

　　浮標等 0 0 0

　　航空機 0 0 0

　　その他 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0

 インフラ資産 24,921,550,890 57,080,435 0 24,978,631,325 10,187,819,331 431,726,782 0 10,619,546,113 14,359,085,212

　　土地 1,946,208,088 3,849,947 1,950,058,035 0 1,950,058,035

　　建物 102,022,610 102,022,610 2,256,156 178,772 2,434,928 99,587,682

　　工作物 22,873,320,192 53,230,488 22,926,550,680 10,185,563,175 431,548,010 10,617,111,185 12,309,439,495

　　その他 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0

 物品 685,888,825 13,531,812 699,420,637 194,544,504 46,805,526 241,350,030 458,070,607

合計合計合計合計 43,581,908,228 590,411,829 0 44,172,320,057 15,628,388,694 756,874,747 0 16,385,263,441 27,787,056,616

無形固定資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0

   ソフトウェア 0 0 0

   その他 0 0 0

合計合計合計合計 43,581,908,228 590,411,829 0 44,172,320,057 15,628,388,694 756,874,747 0 16,385,263,441 27,787,056,616

区分区分区分区分

取得価額取得価額取得価額取得価額 減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額
差引本年度末残高差引本年度末残高差引本年度末残高差引本年度末残高

（（（（D）－（）－（）－（）－（H））））

（（（（i））））


